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吸収分割に係る事前開示事項（追加） 
 

東京都港区芝浦一丁目１番１号 

株式会社 東芝 

代表執行役社長 CEO 車谷 暢昭 

 
株式会社東芝（以下「甲」といいます）は、2020 年 4 月 15 日付で東芝ビジネスエキス

パート株式会社（以下「乙」といいます。）と締結した吸収分割契約に関し、2020 年 5 月

22 日付で「吸収分割に係る事前開示事項」を備置しておりますが、当該書類の内容に変更

が生じましたので、会社法施行規則第 183 条第 7 号の規定に基づき、下記のとおり変更後

の事項を記載した書面を備え置くことといたします。 
なお、変更箇所は下線で示しております。 
 

記 
 

３．吸収分割承継会社に関する事項（会社法施行規則第 183条第 4号） 

（１）吸収分割承継会社の計算書類等（会社法施行規則第 183条第 4号イ） 

乙の最終事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月 31日）に係る計算書類等は、

別紙２のとおりです。 

（２）吸収分割承継会社の最終事業年度末日後に生じた重要な後発事象（会社法施行規則

第 183条第 4号ハ） 

 

４．吸収分割会社の最終事業年度末日後に生じた重要な後発事象（会社法施行規則第 183条

第５号イ） 

別紙４のとおりです。 

 

（略） 

  



別紙２ 

 

乙の最終事業年度に係る計算書類等 

 

 

第 47期事業報告書 

貸借対照表 

損益計算書 

株主資本等変動計算書 

個別注記表 

監査報告書 

計算書類に係る附属明細書 

 
 
  



 

 

 

第４７期 報 告 書 
 

 

 

 

自 ２０１９年 ４月 １日 
至 ２０２０年 ３月３１日 

 
 

 

 

 

 

 

事 業 報 告 

貸 借 対 照 表 

損 益 計 算 書 

株主資本等変動計算書 

個 別 注 記 表 

監 査 役 監 査 報 告 書  

 

東芝ビジネスエキスパート株式会社 



 
 
 
 
 
 
 
 

事業報告 

                            自 ２０１９年４月 １日 

                            至 ２０２０年３月３１日 

 

本事業報告書は、２０２０年４月１日に東芝ビジネスアンドライフサービス株式会社（以

下「ＴＢＬＳ」）を存続会社として東芝ビジネスエキスパート株式会社（以下「ＴＢＥＸ」）

と合併したことから、ＴＢＥＸの報告書として、ＴＢＬＳの事業について記載いたします。 

 

＜事業の状況＞ 

（１）事業の概況 

東芝グループの「Ｎｅｘｔプラン」の構造改革などに対応し、お客様のニーズに沿った競

争力のある提案・サービス提供、経営効率化、業務改善などにより収益力向上を図ってまい

りました。 

体制面では、４月にビジネス関連事業強化のため、プロフェッショナルサービス事業部を

発展的に解消して、受託事業を業務サポート事業部、制作・技術サポート事業をビジネスソ

リューション事業部、派遣事業を人財サービス事業部にそれぞれ統合しました。 

 ５月には、従業員意識調査に基づく全社アクションプランの着実な牽引と実行のため、社

長直下プロジェクトとして、人財開発プロジェクトチームを設置しました。 

  

 当期売上高は、東芝グループの構造改革、スペンドマネジメントなどの影響もあり３５，

６４３百万円（前年度比９２％）と減収となりました。当期経常利益は、５０５百万円（前

年度比９６％）で、再編費用（４５百万円）を考慮すると前年を上回りました。 

 

株主並びに取引関係者の多大なるご支援・ご協力に感謝するとともに、引き続きご指

導・ご支援賜りますことを、改めてお願い申し上げます。 

 

（２）会社の再編 



第４７期は、ＴＢＬＳとして２０２０年度に向けた２つの会社再編を進めました。 

①２０２０年４月１日、ＴＢＬＳは、ＴＢＬＳを存続会社としてＴＢＥＸと合併し、社名

を東芝ビジネスエキスパート株式会社としました。 

ＴＢＥＸは、２０１９年１１月１日付で、東芝総合人材開発株式会社を存続会社として、

東芝ヒューマンアセットサービス株式会社、東芝ＩＰＲソリューション株式会社、株式会社

マニュファクチャリングソリューションと合併した会社です。 
②２０２０年４月１日、ＴＢＬＳの人材派遣及び一部の業務サービス事業をＵＴグルー

プに移管しました。ＴＢＬＳの子会社であるＴＢＬＳサービス株式会社が同事業を承継し

て、社名を「ＵＴビジネスサービス株式会社」としました。 

 

  



１．各事業部・支店の事業活動 

次に各事業部・支店の事業活動・トピックスについて報告します。 

 

（１）各事業部の事業活動・トピックス 

業務サポート事業

部 

（［Ｂサ］） 

 

従来より受託している、郵便、寮管理、ＴＡＳＣのＳＳＣ、

採用センター業務の他、東芝ＩＳ部門の採用支援業務、スポ

ット案件として東芝デジタルソリューションズ㈱から業務フ

ロー図作成支援業務、ラクビーワールドカップ組織委員会か

らパソコン・ネットワーク運用支援業務等を受注しました。 

なお、年度後半には受託事業の持続的・安定的なサービスの

体制の維持、強化のため業務サービスの一部をＵＴグループ

㈱へ事業移管するための準備を行いました。 

その結果、当期売上高は３，９８５百万円（対旧［ＢＰＲ］

前年比１２５％）となりました。 

人財サービス事業

部 

（［ＨＳ］） 

派遣事業における人材確保が難しくなる中、東芝グループ内

における派遣デスクなど付加価値の高い人財サービス事業の

拡大を図りました。 

なお、年度後半は人財サービス事業の持続的・安定的な事業

拡大のため、ＵＴグループ㈱に事業移管するための準備を行

いました。 

その結果、当期売上高は３，２７３百万円（対前年比１０

１％）となりました。 

ライフソリューシ

ョン事業部 

（［ＬＳ］） 

東芝グループの構造改革（人員減少、働き方改革など）やスペ

ンドマネジメントの影響を受け、リテール事業は売店や飲料自

販機、たばこの販売並びにノベルティなどのＢ２Ｂ案件が減少

しました。売店の全国的な施策として、電子決済端末機を設置

し、運用開始致しました。 

ｅＣ事業では、斡旋品は対前年度伸長しましたが家電品が１月

以降の新型コロナウィルスの感染拡大により中国生産品が入

荷せず、対前年度減収となりました。 

住宅センター事業は、従来行っている個人住宅の直接仲介やオ

フィス移転の直接仲介の他、キオクシア関係で北上新工場の建

設に伴う工事業者用宿舎業務、従業員用送迎バスの手配を行い

ました。 

クラブ・リゾート事業は、保養所が１０月の台風１９号被害に

よる休館、新型コロナウィルス感染を危惧したキャンセルの影



響を受けました。 

食堂事業は、従業員の減少による売上は減収でしたが、管理栄

養士の資格を活かした特定保健指導受託事業を立ち上げまし

た。 

その結果、当期売上高は８，０７４百万円（前年度比９７％）

の結果となりました。 

調達ソリューショ

ン事業部 

（［調達］） 

代理購買、東芝グループ経費購入品システム（ＴＧＳＰ）に関

して、得意先の東芝 Gr 離脱影響の顕在化、ＰＣ更新の一巡、

東芝Ｇｒの経費抑制緊急施策などにより、（府中）、（横浜）

では対前同で伸長しましが全体では売上が縮小しました。 

その結果、当期売上高は１２，６９８百万円（対前同８９％）

となりました。 

ビジネスソリュー

ション事業部 

（［ＢＳ］） 

東芝リブランディング対応として名刺や会社案内などの需要

はありましたが、スペンドマネジメントによる複写機のコピー

使用が抑制されました。また、東芝グループ離脱の影響で那須

ドキュメントセンター、アイチテクニカルセンターが終息しま

した。一方、東芝ライフ誌の復活、電子レンジ（東芝ホームテ

クノ㈱）、ＰＣ（Ｄｙｎａｂｏｏｋ㈱）の説明書制作の業務増、

またドキュメントセンターでは、電子化案件の受注拡大となり

ました。また、収益減に伴う利益確保の施策として内製化、業

務改善などの効率化を図りました。 

その結果、当期売上高は４，９０８百万円（前年度比８３％）

となりました。 

建設・緑化事業部

（［建設］） 

 

建設工事は、客先との信頼関係構築により横浜事業所ＳＣｉＢ

新工場建設に伴う配管ラック工事、東芝マテリアル㈱の改修工

事、東芝ライテック㈱横須賀・今治改修工事、東芝野球部グラ

ウンド人工芝化工事等大型案件を受注しました。事務所移転・

レイアウト変更工事は堅調で、提案型レイアウト設計を心掛け

幅広い地域で継続受注しました。また他事業部や支店と連携し

たプロジェクト化も活発化しており、㈱アムコー・テクノロジ

ー・ジャパン（旧㈱ジェイデバイス）の社名変更に伴う看板変

更工事を多数の事業所で受注しました。清掃緑化は、顧客から

の委託費用削減要請や清掃業界人材不足による受託断念によ

り厳しい状況でしたが、顧客密着型で信頼関係構築によるスポ

ット受注を促進しました。  

その結果、当期売上高は３，１４４百万円（前年度比１０１％）



となりました。 

 

（２）各支店の事業活動・トピックス  

全支店の当期売上高合計は２５，０５８百万円（前年度比９２％）となりました。

各支店の事業概況・トピックスは以下のとおりです。 

 
東北支店 支店発足２年目を迎え、従来からのジャパンセミコンダクター

㈱対応の他、キオクシア岩手㈱の北上新工場建設に［ＬＳ］の

売店、食堂、住宅、［Ｂサ］の受託などの事業を中心に積極的

に対応するとともに、青森地区のＴＡＳＣ－ＳＳＣ業務を堅実

に行いました。 

東京支店 浜松町の（本）、那須営業所を中心に事業を展開。［ＬＳ］

で東京店は、２０２０年１月にスマートマルシェとしてキャ

ッシュレスと商品拡充を図ると共に、販売会（浜松町マルシ

ェ）の継続的な新規商材開拓を行いました。那須店、鹿沼店

は産直品を揃えるなど各拠点でお客様に合わせた拡販施策を

実施しました。また、［Ｂサ］で精密医療（ゲノム解析支

援）を新規受託したほか、［ＢＳ］で戦略技術展やデザイン

展の販促支援を短期間で対応しました。 

一方、グループ外となったキオクシア㈱、キヤノンメディカル

システムズ㈱、キヤノン電子管デバイス㈱へ継続的にアプロー

チするも、商流変更で売上減となりました。 

首都圏支店 （川崎）並びに神奈川県の東芝グループ会社を中心に事業を展

開。 

［建設］では東芝グループ会社の移転特需を事業部と協業して

受注。［調達］では代理購買事業で液晶パネル修理オーダーが

上期末で終了した減収分を東芝テック㈱への営業強化などで

挽回を図りました。 

川崎支店 （向）地区中心に事業を展開。［Ｂサ］では受託業務のノウハ

ウをＰＲし、東芝電波プロダクツ㈱と総務厚生業務、図面検査

業務を新たに受託契約締結しました。［ＢＳ］では、東芝エレ

クトロニックシステムズ㈱の社名変更への対応や東芝ソシオ

システムズ㈱の会社案内の他、東芝健康保険組合の健康診断の

受診勧奨書発送業務、東芝電波コンポーネンツ㈱の資料電子化

業務を新規で受注しました。［ＬＳ］では（向）の行事を支援

したほか、ファミリーマート小向店においてはＱＳＣアワード



で川崎南管内１位、ファミペイ会員獲得率では神奈川県で１位

を獲得するなど成果を挙げました、事業所従業員であるお客様

との距離感を縮める取り組みができました。またセレクション

営業でも４社から受注しました。 

京浜支店 東芝エネルギーシステムズ㈱の厳しい事業環境の下での事業

展開となりましたが、（新横浜）への東芝グループ会社事務

所移転に関する案件を受注しました。 

［ＬＳ］では（京浜）内各関係会社に対し、東芝環境ソリュ

ーション㈱のリサイクル１千万台達成記念品、東芝三菱電機

産業システム㈱創立２０周年記念品、その他周年行事、永年

勤続など受注致しました。また、［Ｂサ］は（浜）の文書集

配の契約解除等がありましたが、文書保管管理業務と建設事

業の兼務化など効率化を図りました。［建設］では大型案

件、高額レンタル案件をスポット受注しました。 

横浜支店 

 

横浜事業所内で６月から SCiB二次電池の新工場建設が開始さ

れ、９月には工事関係者向けに建設敷地内に工事売店の営業

を開始しました。[ＬＳ]では３拠点営業している食堂事業で

営業黒字化を達成しました。[建設]では、新工場建設に付随

した環境整備、２度の台風被害に対しての復旧作業を行いま

した。[調達]では東芝マテリアル㈱の新ライン増設に絡む設

備投資に対応しました。また［Ｂサ］では、㈱東芝生産技術

センターから新たな受託サービスを受注しました。 

府中支店 主に、府中事業所に合わせ事業を展開。［ＬＳ］ではファミ

リーマート５店舗において、キャンペーン等の販売イベント

を毎月実施するとともに、上期は廃棄ロスを６６％削減しま

した。 

空調服は夏の猛暑も後押しし完売。また、ラグビーワール

ドカップ２０１９やＴＢＳ日曜劇場「ノーサイドゲーム」撮

影の影響により、ブレイブルーパス関連グッズの販売も好調

でした。［調達］では部門の代理購買の扱いが増えたほか、

東芝デジタルソリューションズ㈱や柏崎工場での受託業務拡

大などを図りました。 

中部支店 東芝メモリ㈱が 2019 年 10 月 1 日にキオクシア㈱となりまし

たが、[調達]では独自購買化により下期は大きく売上減となり

ました。 

年間を通じて東芝 Gr 各社の事務所移転の受注、派遣事業の需



要増、中部地区を中心とした Life Activity契約締結など（四

日市）以外の各拠点においても拡販を実施しました。 

関西支店 

 

東芝グループ各支社店を担当する大阪営業所、加賀東芝エレク

トロニクス㈱を担当する石川営業所、東芝デバイス＆ストレー

ジ㈱姫路半導体工場並びに西芝電機㈱などを主要顧客に持つ

姫路営業所の３営業拠点で積極的な営業を展開しました。ま

た、中四国地区においても建設事業部との連携による実績を挙

げました。 

九州支店 

 

新たに熊本営業所を設置し、福岡、宮田、豊前、大分で事業

を展開。東芝マテリアル㈱の大分進出の発表や豊前東芝エレ

クトロニクス㈱厚生棟（食堂・売店）の新設などの動きもあ

り、今後の関連業務の受注に注力したい。ジャパンセミコン

ダクター㈱からの受託業務の大幅な見直しや半導体事業が落

ち込んだことで影響受けましたが、㈱アムコー・テクノロジ

ー・ジャパンの社名変更の看板変更など全国対応を生かした

営業でスポット業務を受注しました。 

  

２．事業成績及び財産の状況の推移 

区   分 
第４４期 

2016年度 

第４５期 

2017年度 

第４６期 

2018年度 

第４７期(当期) 

2019年度 

 売 上 高 (千

円) 

 当期純利益 (千

円) 

 一株当たり当期純利益

(円) 

 総資産 (千円) 

36,125,675 

562,161 

2,636.77 

10,105,212 

36,328,300 

446,477 

2,094.16 

10,076,539 

38,411,053 

127,933 

600.06 

9,494,659 

35,643,587 

409,935 

1,922.77 

8,301,966 

 （注） １．１株当たり当期利益は期中平均発行済株式数に基づき算出  

２． 第 44期（2016 年度）2017 年 3月 31日現在発行済株式総数  213,200株 

第 45期（2017年度）2018年 3月 31日現在発行済株式総数  213,200株 

第 46期（2018年度）2019年 3月 31日現在発行済株式総数  213,200株 

 

３．株式の状況 

    発行可能株式の総数      ８００，０００株 

    発行済み株式の総数      ２１３，２００株 

    株主総数                    １名 



２０２０年３月３１日現在 

株主名 所有株式数 持株比率 当社の株主への出資状況 

㈱東芝     213,200株 100 ％ ０株 

＊株主（株式会社 東芝）へ株券１葉（213,200株）を２０１７年９月２６日に発行。 

 

４．親会社及び子会社の状況  

 

（１）親会社との関係 

当社の親会社は㈱東芝であり、東芝グループ会社並びにその従業員に対し、オフィス

用品・工業用品等の販売、複写を始めとしたドキュメントサービス、人材派遣及び各種

業務の受託、従業員クラブや保養所の運営、工場やオフィス等の建設・緑化、住宅斡旋

や寮・社宅管理、売店やネットショッピングによる商品販売他の事業を行っています。 

 

（２）子会社の状況 

ＴＢＬＳサービス㈱（設立：２００６年４月３日、資本金：２０百万円）は、自動販

売機による飲料販売・各種業務の受託・派遣事業等のサービス業務を行っています。 

   同社は、当社１００％出資子会社でしたが、２０２０年３月２６日付で同社の全株式

（４００株）を㈱東芝へ譲渡しました。 

    

５．役員の状況  

２０２０年３月３１日現在 

代表取締役 牛 尾  文

 

取締役社長、総務部長、建設業経営業務管理責任者 

常務取締役 中 村  光

 

経営企画部長 

取締役 相 浦  寿

 

ライフソリューション事業部長 

取締役 松 田  恭

典 

調達シェアードサービスセンター長、 

調達ソリューション事業部長 

 
取締役 青 木  敏

 

府中支店長 

取締役 友 澤  宏

 

経理部長 

取締役 細 沼  昌

伸 

 

経営変革統括責任者、品質統括責任者、 

ビジネスソリューション事業部長 
取締役 柳 澤  俊

 

建設・緑化事業部長 

監 査 役 ( 非 常

 

藤 田  和

 

 

監 査 役 ( 非 常

 

野 村  勝

 

 

 

６．従業員の状況  

２０２０年３月３１日現在 

区    分  男 女 計 

従業員数 ６８５ １，５７５ ２，２６



０ 

（前年度末比） （△５） （９３） （８８） 

平均年齢（歳） ５２．４ ４５．２ ４７．４ 

平均勤続（年） ５．８ ７．９ ７．２ 

（注）パートタイマー等を含む。［単位：人］ 

 

７．主な事業内容（２０２０年３月３1日現在） 

 

（１）業務サポート事業 

 各種受託業務、寮関連業務の受託 

（２）人財サービス事業 

一般労働者派遣、有料職業紹介 

（３）ライフソリューション事業 

    商品やサービスの斡旋・販売（含ネット販売）、飲料自動販売機管理業務、従業

員クラブ・保養所・食堂等の運営、社宅管理・不動産の斡旋等 

（４）調達ソリューション事業 

什器備品、用度品、工具、生産材等の調達・販売（含ネット販売） 

（５）ビジネスソリューション事業 

 複写・印刷・電子化等のドキュメントサービス、テクニカルドキュメントサービ

ス、プロモーション＆デザインサービス、翻訳・通訳サービス 

（６）建設・緑化事業 

 新築、改修、保守保全、緑化、建物内外の清掃管理 

 

８．主な事業所及び店舗（２０２０年３月３１日現在） 

（１）事業所（本社、支店、営業所）                              

名   称 所 在 地 

本社 神奈川県川崎市川崎区 

札幌営業所 北海道札幌市西区 

青森営業所 青森県五所川原市 

岩手第一営業所 岩手県北上市 

岩手第二営業所 岩手県北上市 

福島営業所 福島県福島市 

東京支店 東京都港区 

那須営業所 栃木県大田原市 

首都圏支店 神奈川県川崎市川崎区 



東芝スマートコミュニティセンター営業

所 

神奈川県川崎市幸区 

川崎支店 神奈川県川崎市幸区 

京浜支店 神奈川県横浜市鶴見区 

横浜支店 神奈川県横浜市磯子区 

府中支店 東京都府中市 

西東京営業所 東京都府中市 

柏崎営業所 新潟県柏崎市 

中部支店  愛知県名古屋市西区 

名西営業所 愛知県名古屋市西区 

愛知営業所 愛知県瀬戸市 

四日市営業所 三重県四日市市 

三重営業所 三重県三重郡朝日町 

関西支店  大阪府大阪市北区 

大阪営業所 大阪府大阪市北区 

姫路営業所 兵庫県揖保郡太子町 

石川営業所 石川県能美郡川北町 

九州支店  大分県大分市 

大分営業所 大分県大分市 

福岡営業所 福岡県福岡市中央区 

宮田営業所 福岡県宮若市 

豊前営業所 福岡県豊前市 

熊本営業所 熊本県菊池郡大津町 

 

（２）店舗 

名   称 所  在  地 

恵庭店 北海道恵庭市 

北上店 岩手県北上市 

岩手店 岩手県北上市 

北芝前原店 福島県福島市 

北芝天王原店(ｻﾃﾗｲﾄ) 福島県福島市 

東京店 東京都港区 

那須店 栃木県太田原市 

那須中央店(ｻﾃﾗｲﾄ) 栃木県太田原市 

那須分店(ｻﾃﾗｲﾄ) 栃木県太田原市 



鹿沼店 栃木県鹿沼市 

ファミマ川崎店 神奈川県川崎市幸区 

スマコミ店 神奈川県川崎市幸区 

ＴＪ店 神奈川県川崎市川崎区 

日進町店 神奈川県川崎市川崎区 

ファミリーマート小向店 神奈川県川崎市幸区 

ファミリーマート小向店(ｻﾃﾗｲﾄ) 神奈川県川崎市幸区 

小向店 神奈川県川崎市幸区 

ＲＤＣ店 神奈川県川崎市幸区 

ＲＤＣｻﾃﾗｲﾄ店 神奈川県川崎市幸区 

ＭＣ店 神奈川県川崎市幸区 

半技Ｃ店 神奈川県川崎市幸区 

京１店 神奈川県横浜市鶴見区 

京西店 神奈川県横浜市鶴見区 

入舟店(ｻﾃﾗｲﾄ) 神奈川県横浜市鶴見区 

平和病院店 神奈川県横浜市鶴見区 

浜川崎店 神奈川県川崎市川崎区 

新横浜店 神奈川県横浜市港北区 

ＦＲＥＳＨ店 神奈川県横浜市磯子区 

横浜第一店(ｻﾃﾗｲﾄ) 神奈川県横浜市磯子区 

２００号店(ｻﾃﾗｲﾄ) 神奈川県横浜市磯子区 

横浜第二店 神奈川県横浜市磯子区 

ＣＭＣ店 神奈川県横浜市磯子区 

横須賀店 神奈川県横須賀市 

ファミリーマート大船店 神奈川県鎌倉市 

大船店 神奈川県横浜市栄区 

林間病院店 神奈川県大和市南区 

ファミリーマート府中プラザ店 東京都府中市 

ファミリーマート１１号店(ｻﾃﾗｲﾄ) 東京都府中市 

ファミリーマート府中店 東京都府中市 

府中店 東京都府中市 

ファミリーマート武蔵台店 東京都府中市 

武蔵台分店 東京都府中市 

ファミリーマート分倍分店 東京都府中市 

分倍店 東京都府中市 



柏崎店 新潟県柏崎市 

愛知売店 愛知県瀬戸市 

名西売店 愛知県名古屋市西区 

三重売店 三重県三重郡朝日町 

ＡＴＣ売店(ｻﾃﾗｲﾄ) 三重県三重郡朝日町 

ファミリーマート四日市店 三重県四日市市 

四日市Ｙ５棟店(ｻﾃﾗｲﾄ) 三重県四日市市 

四日市管理棟店 三重県四日市市 

四日市厚生棟店(ｻﾃﾗｲﾄ) 三重県四日市市 

四日市Ｙ１棟店(ｻﾃﾗｲﾄ) 三重県四日市市 

大阪売店 大阪府北区 

太子売店 兵庫県揖保郡太子町 

姫路南売店 兵庫県姫路市網干区 

加賀売店 石川県能美市 

加賀売店(ｻﾃﾗｲﾄ) 石川県能美市 

加賀技術棟売店(ｻﾃﾗｲﾄ) 石川県能美市 

福岡売店 福岡県福岡市 

豊前売店 福岡県豊前市 

直方売店(ｻﾃﾗｲﾄ) 福岡県直方市 

宮田売店 福岡県宮若市 

上野売店(ｻﾃﾗｲﾄ) 大分県遠賀郡水巻町 

杵築売店(ｻﾃﾗｲﾄ) 大分県杵築市 

大分売店 大分県大分市 

大分第二売店(ｻﾃﾗｲﾄ) 大分県大分市 

臼杵売店(ｻﾃﾗｲﾄ) 大分県臼杵市 

熊本売店 熊本県菊池郡大津町 

 泗水売店(ｻﾃﾗｲﾄ) 熊本県菊池郡泗水町 

 

９．当社の業務の適正を確保するための体制及び運用状況 

＜当社の業務の適正を確保するための体制＞ 

 取締役会が決議した業務の適正を確保するための体制は次のとおり。 

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①取締役会は、定期的に取締役から職務執行状況の報告を受けるとともに、必要事項

について取締役に随時取締役会で報告させる。 

②監査役は、定期的に取締役のヒヤリングを行う。 



③監査役は、別途定める規程に基づき、重要な法令違反等について取締役から直ちに

報告を受ける。 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①取締役は、別途定める規程に基づき、経営会議資料、提案決定書等重要書類、その

他各種帳票類等の保存、管理を適切に行う。 

②取締役は、経営会議資料、提案決定書、計算関係書類、事業報告等の重要書類を取

締役、監査役が閲覧できるシステムを整備する。 

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①リスク・コンプライアンス統括責任者は、別途定める規程に基づき、当社及び当社

子会社のクライシスリスク管理に関する施策を立案、推進する。 

②取締役は、別途定める規程に基づき、当社及び当社子会社のビジネスリスク要因の

継続的把握とリスクが顕在化した場合の損失を極小化するために必要な施策を立

案、推進する。 

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①取締役会は、経営の基本方針、中期経営計画、年度予算を決定する。 

②取締役会は、取締役の権限、責任の分配を適正に行い、取締役は、別途定める規程

に基づき従業員の権限、責任を明確化する。 

③取締役は、各部門、各従業員の具体的目標、役割を設定する。 

④取締役は、「取締役会規則」、別途定める規程等に基づき、適正な手続に則って業

務の決定を行う。 

⑤取締役は、当社及び当社子会社の年度予算の達成フォロー、適正な業績評価を行

う。 

⑥取締役は、情報セキュリティ体制の強化を推進するとともに、経理システム等の情

報処理システムを適切に運用する。 

（５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①取締役社長は、継続的な従業員教育の実施等により、全ての役員、従業員が共有す

る価値観と行動規範を明確化した「東芝グループ行動基準」を遵守させる。 

②リスク・コンプライアンス統括責任者は、別途定める規程に基づき、当社及び当社

子会社のコンプライアンスに関する施策を立案、推進する。 

③取締役は、内部通報制度を活用することにより、問題の早期発見と適切な対応を行

う。 

（６）当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する

ための体制 

①当社は、子会社に対し、「東芝グループ行動基準」を採択、実施するよう要請す

る。 

②当社は、子会社に対し、その事業運営に関して重要事項が生じた場合は、「業務連



絡要綱」に基づき当社に通知するよう要請する。 

③当社は、子会社に対し、当社の施策に準じた施策を各子会社の実情に応じて推進す

るよう要請する。 

④当社は、子会社に対し、「東芝グループ監査役監査方針」に基づいた監査体制を構

築するよう要請する。 

⑤当社は、必要に応じ子会社の効率的職務執行状況及びリスク管理等を含む経営監査

を実施し、子会社に対し、必要に応じ東芝セルフ・アセスメント・プログラムによ

る自主監査を実施させる。 

⑥当社は、必要に応じて株式会社東芝監査委員会と適切な連携をとる。 

 

（監査役の職務の執行のために必要なもの） 

（７）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する体制 

①取締役は、総務部、経理部等所属の従業員に監査役の職務を補助させる。 

（８）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

①取締役は、監査役の職務を補助させる従業員の人事について、監査役と事前協議を

行う。 

（９）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関す

る体制 

①取締役、従業員は、別途定める規程に基づき、経営、業績に影響を及ぼす重要な事

項が生じたとき、監査役に対して都度報告を行う。 

②子会社は、定期的に当該子会社の状況等を当社の監査役に報告をする。 

③当社の取締役社長は、監査役に対し経営会議等重要な会議への出席の機会を提供す

る。 

④当社の監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制 

当社の監査役に報告をした当社及び当社子会社の役職員については、報告を行った

ことを理由に、不利な取扱いをしないことを別途定める規程に明記する。 

⑤監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の

執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

当社は、監査役がその職務の執行につき、当社に対し、会社法 388条に基づく費用

の前払等を請求した時は、担当部署が審議のうえ、当該請求に係る費用等が当該監

査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用等を処

理する。 

（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①取締役社長は、定期的に監査役と情報交換を行う。 



②取締役、従業員は、定期的な監査役のヒヤリング、巡回ヒヤリング等を通じ、職務

執行状況を監査役に報告する。 

③取締役は、経営監査に係る「東芝セルフ・アセスメント・プログラム」の実施結果

を監査役に都度報告する。  

 

＜業務の適正を確保するための体制の運用状況＞ 

（１）取締役会を毎月開催し、取締役から職務執行状況について報告を行いました。 

（２）リスク・コンプライアンス委員会を事業年度中に２回開催し、当社リスク・コンプラ

イアンス重点施策等の活動実績報告等を審議しました。 

（３）東芝グループ行動基準の遵守に向けて、役員・従業員に対して次の研修を実施しま

した。 

①ｅラーニング教育 

・東芝グループ行動基準教育 

・ユニバーサルデザイン教育および環境教育 

・いきいきした働き方に関する教育および外為コンプライアンス教育 

・情報の適切な管理に関する教育および製品セキュリティ教育 

・お客様満足向上教育および技術者倫理教育 

・電安法教育および輸出管理教育 

・会計コンプライアンス教育および適時開示教育 

・下請法教育および営業リスク教育  

②階層別教育 

     ・新任事業部長研修 

    ・新任管理職研修 

 

１０．庶務事項     

 

（１）定時株主総会 

当社第４６期定時株主総会が２０１９年６月１３日に開催され、次の通り決議しまし

た。 

    【第１号議案】「第４６期計算書類の承認の件」は、原案通り承認可決。 

     【第２号議案】「剰余金の処分の件」は、原案通り承認可決。 

    【第３号議案】「取締役８名選任の件」は、原案通り承認可決 

・取締役の再任７名：「牛尾 文昭」「中村 光明」「相浦 寿

美」「松田 恭典」「青木 敏郎」「友澤 宏之」「細沼 昌

伸」の各氏 

・取締役の新任１名：「柳澤 俊彦」氏 



（「大森 和則」氏は取締役を退任） 

        【第４号議案】「監査役１名選任の件」は、原案通り承認可決。 

            ・監査役の新任１名：「藤田 和成」氏 

（「谷 尚史」氏は監査役を退任） 

【第５号議案】「退任取締役への退職慰労金贈呈の件」は、原案通り承認可決。 

 

（２）臨時株主総会 

①当社臨時株主総会について、次の通り決議（書面決議）しました。（株主（㈱東芝）

から「株主総会決議事項についての会社提案に対する同意書」を２０２０年１月８日

付で受領） 

      【第１号議案】「定款の変更の件」は、原案通り承認可決。 

②当社臨時株主総会について、次の通り決議（書面決議）しました。（株主（㈱東芝）

から「株主総会決議事項についての会社提案に対する同意書」を２０２０年３月１９

日付で受領） 

      【第１号議案】「定款の変更の件」は、原案通り承認可決。（２０２０年４月

１日付で変更） 

      【第２号議案】「役員変更の件」件は、原案通り承認可決。（２０２０年４月

１日付で変更） 

・取締役の新任９名：「長谷川 直人」「篠原 和太郎」「熊

谷 英夫」「清野 武寿」「工藤 利春」「梶間 久史」「松

本 弘一」「秋葉 慎一郎」「堀口 正裕」の各氏 

（「牛尾 文昭」「相浦 寿美」「松田 恭典」「青木 敏

郎」「友澤 宏之」「細沼 昌伸」の各氏は取締役を退

任） 

・監査役の新任２名：「三原 隆正」「星野 聡」の各氏 

（「藤田 和成」「野村 勝宏」の各氏は監査役を退任） 

      【第３号議案】「退任取締役への退職慰労金支給の件」は、原案通り承認可決。 

      【第４号議案】「合併契約書並びに合併契約書の変更覚書締結の件」は、原案

通り承認可決。 

③当社臨時株主総会について、次の通り決議（書面決議）しました。（株主（㈱東芝）

から「株主総会目的事項についての同意書」を２０２０年３月２６日付で受領） 

      【第１号議案】「剰余金の配当及び別途積立金の取崩しの件」は、原案通り承

認可決。 

 

（３）注記 

   ２０２０年４月１日付の当社概要は次の通り。 



社   名 ： 東芝ビジネスエキスパート株式会社 

本店所在地 ： 神奈川県横浜市港北区鳥山町５５５番地 

資 本 金 ： １００百万円 

役   員 ： 代表取締役社長 長谷川 直人 

           常務取締役 篠原 和太郎 

           常務取締役 中村 光明 

           取締役 熊谷 英夫 

取締役 清野 武寿 

取締役 工藤 利春 

取締役 梶間 久史 

取締役 松本 弘一 

取締役 秋葉 慎一郎 

取締役 柳澤 俊彦 

取締役 堀口 正裕 

監査役 三原 隆正 

監査役 星野 聡 

 

以 上 
  



 

 
  

貸　借　対　照　表

　

２０２０年３月３１日現在

（単位：千円）

資　　   　産　　   　の　   　　部 負　　　   債　　　   の　  　 　部
 流　   動 　  資   　産 6,602,511  流　   動 　  負　　　債 5,341,721

現 金 及 び 預 金 67,751 支 払 手 形 111,404
受 取 手 形 8,518 買 掛 金 2,926,116
売 掛 金 5,227,821 短 期 借 入 金 208,180
未 収 入 金 875,908 未 払 金 832,512
製 品 182,599 未 払 法 人 税 等 20,555
仕 掛 品 74,540 未 払 消 費 税 等 234,618
材 料 25,041 未 払 費 用 767,363
短 期 貸 付 金 36,161 預 り 金 96,262
そ の 他 流 動 資 産 124,079 リ ー ス 債 務 20,689
貸 倒 引 当 金 △ 19,910 役 員 賞 与 引 当 金 9,886

そ の 他 流 動 負 債 114,131

 固　   定　   資　   産 1,699,455  固　   定  　 負     債 1,415,563
  有  形  固  定  資  産 224,804 長 期 リ ー ス 債 務 23,835

建 物 126,876 資 産 除 去 債 務 67,773
機 械 及 び 装 置 5,074 退 職 給 付 引 当 金 1,204,552
工 具 器 具 及 び 備 品 48,058 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 8,330
リ ー ス 資 産 41,569 繰 延 税 金 負 債 111,071
そ の 他 有 形 固 定 資 産 3,225

 負  債  の  部   合  計 6,757,284

  無  形  固  定  資  産 207,512  純　   資　   産　   の 　 　部
ソ フ ト ウ ェ ア 153,960  株　   主　   資　   本

そ の 他 無 形 固 定 資 産 53,552 　資　　    本     　　金 100,000

　資　 本    剰   余 　金 239,845
　投 資 そ の 他 の 資 産 1,267,138    資  本   準   備   金 70,000

長 期 差 入 保 証 金 172,626    その他 資 本 剰 余 金 169,845
前 払 年 金 費 用 326,296
繰 延 税 金 資 産 756,183 　利   益　　剰   余   金 1,204,837
そ の 他 投 資 85,666 利 益 準 備 金 31,180
貸 倒 引 当 金 △ 73,635    その他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金 313,000
移 転 準 備 金 450,000
繰 越 利 益 剰 余 金 410,657

1,544,682
8,301,966 8,301,966資 産 の 部 合 計 負債及び純資産 の部 合計

純 資 産 の 部 合 計



 
 

  

損 益 計 算 書
 自 ２０１９年４月  １日
 至 ２０２０年３月３１日

             （単位：千円）

売       上       高 35,643,587

売    上    原    価 30,994,433

　売  上  総  利  益　　 4,649,154

販売費及び一般管理費 4,188,723

　営   業  利   益 460,430

営業外収益 75,977

　受   取    利 　子 1,083

  受　取　配　当　金 64,366

　雑      収      入 10,526

営業外費用 31,185

　支   払    利   子 2,016

　雑      損      失 29,168

　経   常  利   益 505,222

　税引前当期純利益 505,222

  法人税、住民税及び事業税 16,625

  法 人 税  等  調  整  額 78,661

  当    期  　純   利   益 409,935
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個　別　注　記　表　【第４７期】

1． 重要な会計方針
　　（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①売店在庫　　　　売価還元法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)
　　②その他在庫　　 個別法による原価法及び最終仕入原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

　　（２）固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　　 定額法

　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　　　　定額法
ソフトウエアの減価償却の方法については、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法

　　③リース資産　　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　　（３）引当金の計上基準

引　当　金 計　上　理　由 計算の基礎等

　　①貸倒引当金　　 債権の貸倒れによる 一般債権については貸倒実
損失に備えるため 績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上している

　　②役員賞与引当金 役員の賞与の支給に 支給見込額に基づき計上
備えるため している

　　③退職給付引当金 従業員の退職金の支 退職給付引当金は、退職
給に備えるため 給付債務に充てる為、当期

末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に
基づき計上している

　　④役員退職慰労引当金 役員の退職金の支給 役員については、内規に基
に備えるため づく退職慰労金要支給額の

100%を計上している

　　（４）消費税等の会計処理 税抜方式によっている

２． 株主資本等変動計算書に関する注記
　　（１）当該事業年度の末日における発行済株式総数

　　当該事業年度の末日における発行済株式総数は、２１３，２００株である。

　　（２）配当に関する事項
　　①配当金支払額　　　　
　　２０１９年６月１３日開催の定時株主総会において、次のとおり決議している。
　　株式の種類　　　　　　普通株式
　　配当金の総額　　　　　２５７，５４５，６００円
　　配当金の原資　　　利益剰余金
　　１株当たり配当額　　１，２０８円
　　基準日　　　　　２０１９年３月３１日
　　効力発生日　　２０１９年６月２８日

　　②金銭以外による配当
　　２０２０年３月２６日開催の臨時株主総会において、当社が保有するＴＢＬＳサービス株式会社の株式４００株を
　　株式会社東芝へ現物配当することを決議している。
　　株式の種類　　　　　　普通株式
　　配当金の総額　　　　　　２０，０００，０００円
　　配当金の原資　　　利益剰余金
　　基準日　　　　　２０２０年３月２６日
　　効力発生日　　２０２０年３月２６日

　　③基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
　　２０２０年６月１９日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定している。
　　株式の種類　　　　　　普通株式
　　配当金の総額　　　　　８６１，９６７，６００円
　　配当金の原資　　　利益剰余金
　　１株当たり配当額　　４，０４３円
　　基準日　　　　　２０２０年３月３１日
　　効力発生日　　２０２０年６月３０日



 
  

３． 重要な後発事象
　　（１）東芝ビジネスエキスパート株式会社との間の統合

　　当社は、2020年4月1日付で、東芝ビジネスエキスパート株式会社との間で当社を承継会社とする吸収合併を
　行いました。
　１）合併の概要
　　①合併後企業の名称
　　　　東芝ビジネスエキスパート株式会社
　　　　2020年4月1日付で、東芝ビジネスアンドライフサービス株式会社から商号を変更しました。
　　②承継した事業の内容
　　　　教育研修の企画・立案・実施、人事支援、知的財産、生産技術などに関連する各種サービス業務。
　　③合併を行った主な理由
　　　　内部統制と事業運営体制を強化すると同時に、乙の本社スタッフ部門とのコミュニケーションルートを一本化
　　　　することで、スムーズな意思疎通による意思決定の迅速化を推進すべく、合併を行いました。
　　④効力発生日
　　　　2020年4月1日
　　⑤法的形式を含む取引の概要
　　　　甲を存続会社とし、東芝ビジネスエキスパート株式会社を消滅会社とする合併
　２）実施した会計処理の概要
　　　「企業結合に関する会計基準」、「事業分離等に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等
　　　会計基準に関する適用指針」に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っています。

　　（２）人材派遣及び一部業務サービス事業の会社分割
　　　2020年4月1日、当社は当社が営む人材派遣及び一部の業務サービス事業をTBLSサービス株式会社に会社
　　分割により承継させました。



 



 

 



 

 
  

附   属   明   細   書

第  ４ ７ 期

自  ２０１９ 年 ４ 月   １ 日
至  ２０２０ 年 ３ 月 ３１ 日

東芝ビジネスエキスパート株式会社



 

  

有形固定資産及び無形固定資産の明細

（単位:千円）

当  期 当  期 当  期 当  期  末 償却累計率

区分 資産の種類 期首残高 増加額 減少額 償却額 期末残高 償却累計額 （％）

建           物 149,959 8,043 12,763 18,363 126,876 226,469 64.0

有 構    築     物 906 148 757 2,744 78.3

形 機械及び装置 5,315 2,357 2,598 5,074 41,599 89.1

固 車両及び運搬具 3,620 1,151 2,468 23,943 90.6

定 工具器具及び備品 26,462 34,623 796 12,231 48,058 132,534 73.3

資 リ ー ス 資 産 90,278 2,970 45,738 41,569 108,495 72.2

産 計 276,543 45,024 16,530 80,232 224,804 535,785 70.4

建 設 仮 勘 定 45,024 45,024

合計 276,543 90,049 61,555 80,232 224,804 535,785 70.4

施 設 利 用 権 5,357

その他無形固定資産 191,840 50,175 3,415 84,640 153,960 1,233,613

計 191,840 50,175 3,415 84,640 153,960 1,238,971

ｿﾌﾄｳｪｱ仮勘定 21,484 105,103 73,035 53,552

合計 213,324 155,279 76,451 84,640 207,512 1,238,971

〔増減説明〕 （単位:千円）

増           加 減           少

科        目 内        訳 金   額 内        訳 金   額

[有形固定資産] 川崎４階関連 4,989 川崎２階関連 1,942  北上食堂・売店棟関連　7,581　　 (TMSC)　#41号 4,721

建          物 川崎３階関連  1,111 8,043 TOACビル5Fレイアウト変更　パーテーション工事 460 12,763

構    築    物

機械及び装置 線綴機「BQ-160」　1,680  卓上無線綴機BQ-27-2   677 2,357 無調整製本機　BQ-55 その他2件

車両及び運搬具 日産ADﾊﾞﾝ その他3件

ﾏｲｸﾛﾌｨｯｼｭｽｷｬﾅ「MACH7」 15,500   ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝﾌﾟﾘﾝﾀｰ 5,354 食堂売店棟券売機関連　712

工具器具及び備品 ｱﾊﾟﾁｬｶｰﾄﾞｽｷｬﾅ「MACH1」 3,510  その他11件　10,259 34,623 その他3件 84 796

ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝﾌﾟﾘﾝﾀ-　ｉGen4　2F1S　50Hz　1,719

リ ー ス 資 産 ［那須ＤＣ］ＨＰ製サーバー　１式  1,090 　その他1件　161 2,970

建 設 仮 勘 定 有形固定資産取得 45,024 本勘定へ振替 45,024

計 90,049 61,555

[無形固定資産]

施設利用権 電話加入権　1件

DREAM関連 7,522 DIRECT関連 11,680 (TCM)大外売集計システム 1,800  ﾏﾆｭｱﾙ製作ﾂｰﾙ開発 783

その他無形固定資産 納品仕様書管理システム 6,430 その他24件　24,543 50,175 (府)ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄお弁当予約ｼｽﾃﾑ関連　716  その他18件　116 3,415

ｿﾌﾄｳｪｱ仮勘定 無形固定資産取得 105,103 本勘定へ振替 62,256 商品在庫管理システム廃却 10,780 73,035

計 155,279 76,451

無

形

固

定

資

産



 

  

引 当 金 明 細 書

（単位:千円）

名         称 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高   摘    要

貸 倒 引 当 金 20,514 6,680 7,284 19,910

貸 倒 引 当 金 ( 長 期 ) 38,203 47,480 12,049 73,635

退 職 給 付 引 当 金 1,262,231 226,679 284,357 1,204,552

役 員 退 職 慰 労 金 30,970 7,680 30,320 8,330

役 員 賞 与 引 当 金 9,797 9,886 9,797 9,886



 

  

         （単位：千円）

摘      　　　要 金　　　額

販 間接人件費 2,412,117

売 間接材料費 31,739

費 動力費 78,574

及 業務委託費 579,116

び 業務活動費 270,399

一 設備スペース関連費用 461,373

般 その他費用 311,317

管 複合経費振替勘定 -82,811

理 控除勘定(控除額) -83,126

費 小  計 1,566,582

その他販売費 210,023

合  計 4,188,723

２０１９度 販売費及び一般管理費実績表



別紙４ 
 
3．東芝ロジスティクス株式会社の株式譲渡 

甲は、2020 年 5月 26日、甲の連結子会社である東芝ロジスティクス株式会社（以下

「TLOG」といいます。）株式の 66.6％を SBSホールディングス株式会社（以下「SBSHD」と

いいます。）に譲渡することを決定し、SBSHDと株式譲渡契約を締結しました。譲渡対価は

199.8億円を見込んでおり、最終的な譲渡対価は譲渡完了時点での財務数値に基づいて決

定されます。本件譲渡は、政府許認可などの必要な手続きを経て、2020年 10月 1日に完

了する予定です。本件譲渡に伴い、2020 年度に連結ベースで約 230億円の営業外収益を計

上する見込みです。なお、本件譲渡完了に伴い、TLOG は甲の連結対象から外れます。 

 
4．東芝 T１プロジェクト株式会社設立 

甲は、2020 年 5月 29日、以下の子会社を設立することを決定しました。本子会社設立

による 2020 年度連結業績への影響は軽微と見込んでいます。 

（子会社の概要） 

① 名称：東芝 T1プロジェクト株式会社（予定） 

② 所在地：東京都港区芝浦一丁目 1番 1号 

③ 代表者の役職・氏名：代表取締役社長 大西 孝明 

④ 事業内容：システムの企画、開発、運用など 

⑤ 資本金：100 百万円（予定） 

⑥ 設立年月日：2020年 7月 1日（予定） 

 

 
以 上 

 


